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1　は　し　が　き
　この説明書は，独立の説明として考えたのでは意味をなさない。憲法改正論がなかったというだ
けでは何のことか意味をなさない。この説明は次にきたるべき憲法改正論時代を前提として，その
憲法改正論の前編史として考えることによって，はじめてその意義が出てくる。この期の後には，
憲法改正論が出てきたが，しかしながらこの時代においては，まだ憲法改正論が存在しなかったと
考えることによって，本書の意義が理解されてくる。しからば，本書の対象としている時期はどの
時代か。それは正確にいうならば，日本国憲法実施の昭和22年5月から昭和25年5月ごろまでの約
3ケ年の間である。なぜならば，日本国憲法の改正論が，新聞紙上をはじめ，わが国一般の政治問r
題として，論議されてきたのは，昭和25年の6月頃からであった。その理由は，この頃からにわか
に朝鮮事変を動機として，わが国との平和条約締結問題が，世界的に論議されてきたが，その平和
評条約の締結について，第一に問題となってくるのは，わが国の防衛問題だからである。わが国のど
の政党が何といおうと，またいかなる平和論者が何と論じようが，現実の世界において，わが国が
平和条約の締結によって，独立国たる地位をかち得たとしたならぽ，国防というか，わが国の安全
齢保障体制を度外視して，わが国の存立なるものは到底考えられないからである。この考えはひとり
わが国民だけの考え方ではなかった。世界の考え方として，当然に，この時から考えられてきた。
しかるに日本国憲法は，ことにその第9条は，わが国は，一見，無条件に，一切の戦力，すなわち
軍備を放棄しているものと考えられていたため，平和条約の締結論と密接不可分のものとして，憲
法の改正論が拾頭してきたことは，ひとりわが国内の世論だけではなかった。世界の論議として，
それが論ぜられてきたことは当然の成行であった　（しかし，ソヴエットや中共のような共産圏諸国だけ
は，何ゆえかわが国の安全保障体制についての論議はしていなかったが，しかしわが国との平和条約締結が世
界の問題として論議されてくるや，いちはやく，中ソ同盟条約の締結が行われたことは，平和条約の締結と同
時に，わが国の安全保障体制が確立されることを見透して，これが対策を確立したものであろう。すなわち無
言のわが国の安全保障体制の承認であったと解すべきであろう）。
　現在のわが国の憲法改正論議は，時期的に区別して考えるならば，平和条約締結論時代を，その
第一期とし，さらに憲法調査会法の制定および憲法調査会の設立ならびにその後の活躍時代を第二
期として観察することが妥当と思われるが，本書の対象としている時期は，その第一期の直前の時代
である。しかも，また他の一面からいうならば，この時期は日本国憲法実施直後の時代であった。
この時代においては，一，二の例外を除いては，憲法改正論というものは存在しなかった。しかも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一19一
明治大学　社会科学研究所紀要
次に述べるように，この時代における憲法そのものに直接関連している現実の具体的問題が惹起さ
れてきたにもかかわらず，それでもなおかつ，憲法改正論が，表面から叫ぼれてこなかったことを
説明することが本書の目的である。憲法改正論という表題の下に（それが憲法改正論無風時代という
消極的改正論であるにしても），憲法改正が何等論議されなかった其体的問題を述べんとする理由は，
このような憲法と直接関連した問題が，現実に惹起したにもかかわらず，なおかつ改正論が出てこ
なかったことをいわんがためである。
2　何ゆえ憲法改正論がなかったか
　この時代の特徴は，憲法改正論というものは一，二の例外を除いては，まったく存在しなかった
ことである。しかもその例外的改正論としても，単なる花火線香以上のものではなかった。この時
代の特微は別の言葉でいうならば，新しくできた日本国憲法を，いかに理解するか，日本国憲法の
真意を知りたいという考え方に満ちていたというのが，日本国民すべての考え方であったように思
われる。とにかく，憲法の改正などということは頭から考えていない。むしろ現在の憲法をどのよ
うに理解するかという方面にのみ国民の考え方が集中したものというべきであろう。したがって，
本書においては，憲法改正論という見地から述べるとして，この時代においては，何ゆえ改正論が
出てこなかったか。その理由はどこにあるのかということについてまず述べたい。その一般的理由
の一つとしては，この時代は，日本国憲法実施直後の時代である。新しい憲法の実施直後から，憲
法の改正論などということがあるべきはずのものではないということも当然考え得られるところで
あろう。しかし，このような一般論は，特別にこれを強調する必要もないことと思われるので，こ
こでは，この時代の特殊的事情からして，憲法改正論が存在しなかったという理由だけを述べるこ
とにしたい。
　（1）その第一の理由は，この時代はいうまでもなくわが国は外国軍隊の占領下にあったというこ
とである。外国軍隊の占領下，ことに敗戦による占領ということは，国民の世論もまったく窒息し
てしまっていて・自由な論議をするということは，わが国民の脳裡から忘れられていた時代であ
る・ことにその論議が，憲法の改正というような論議であるとするならば，そのような論議はもっ
ての外である。当時国民の一般的常識としても，日本国憲法は，占領軍から与えられた憲法である
と考えることは通念であった。現在論議されているように，「押しつけられた憲法」であったのか，
あるいはそうではないのか，それほどまで明瞭ではないとしても，とにかく「与えられた憲法」で
あることだけは何人も疑ってはいなかった。この占領軍から与えられた憲法に対して，占領下にそ
の改正論を主張するごときは，もっての外であるという考え方は，国民一般の考え方であった。こ
のような環境の下において・憲法改正論が公然と主張されることはあり得ないことであろう。、
　②．第二の理由は，追放者の続出であった。前述したように，外国軍隊の占領下にあるというこ
と自体が・国民の言論を萎縮せしめ，憲法改正論を主張する勇気を失わしめていることに加えて，
さらにこれに拍車をかけたものは，追放者の続出であった。これによってより以上に国民を萎縮せ
しめたものであるが，ことにこの追放者の続出が憲法改正論を抑制した重大な理由は，追放者とし
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て指定された者は，従来，政界，学界，経済界などにおいて，一流の人物として，また一流の論客
としてもくされていた者ばかりであった。わが国の政界，学界などの各方面にわたって，一時に，
その指導者ないし論客を失ったことは，活発な憲法改正論のごときものも，その出てくる根源を絶
たれた感じであった。ことにその追放者として指定されたものは，思想的には明治憲法の訓練を受
け，おそらく，あたらしい日本国憲法に対しては反対的思想を有した者が多かったと想像される
が，これに反し，追放者に代って，あらたに政界，学界，経済界などの第一線に侵出してきた後継
者は，心からではないにしても，とにかく，日本国憲法の一応の礼讃者ともくされていた。もしこ
れらの追放者が，追放を受けることなく，トこの時代において，政界の第一線に立っていたとするな
らば，憲法実施早々からでもかならずや憲法改正論を唱えていたであろう。しかしながら，このよ
うな反対論者の大多数が追放に追いこまれてしまったことは，憲法改正論が，一時，まったく声を
ひそめてしまったのである。このことが，この時代に，憲法改正論が存在しなかった重要な理由を
なすものであろうと思われる。
　（3）いま一つの重大な理由は，この時代は徹底的に紙の不足していた時代であったことである。
日刊一流の新聞でさえ，タブロイド版の新聞紙であって，余計なことを論じたり，掲載したりする
ような余裕はなく，またこれと同様に，一般の学術著書その他の発行も紙の不足のために，極めて
困難を感じていた時代であった。一般の著書も，ザラ紙のパンフレット程度のものが大多数であっ
て，しかもこの程度のものの発行さえ容易ではなかった時代である。このように事実問題として，
紙の面の抑制からしても，憲法改正論というような悠長な論議は到底許され得ない時代であったこ
ともまた考えるべきである。
　（4）さらにより以上に憲法改正論が出てこなかったことを追及するならば，当時は，食料をはじ
め，すべての生活物資の極度に不足していた時代であって，国民は，とうてい憲法改正などを叫ぶ
生活的余裕をもっていなかったことである。衆議院議員立候補者の選挙演説にさえ，憲法の制定よ
りも，三合の米の配給をと叫んだ者があった位である。要するに国民の生活が極度にひっぼくして
いたことぱ新しくでき上った憲法の改正まで考えている余裕はなかったということである。
　（5）はじめに述べたように，新しい憲法の実施直後から，早々に憲法改正論などがあるべきはず
のものではないということも一応是認され得る。しかしながら，このことも，かならずしも確定的
とはいい得ない。その実例は，第一次世界大戦後（1919年）のドイツのワイマール憲法である。し
かも同憲法は，当時のドイツの学者，政治家の粋を集めて立案された憲法であり，また世界として
も，20世紀最初の新しい憲法ともくしていた。しかるにもかかわらず同憲法は，制定後まもなく屑
籠の中にほうり込まれてしまった。その直接の理由は，憲法制定後まもなくナチス政権の拾頭とい
うこともあったであろうが，根本は，憲法そのものの内容があまりにも社会主義的政治にかたよっ
たものとして，当時のドイツ国民によって考えられ，また別の言葉でいうならば・憲法そのもの
は，単に学説の寄せ集めにすぎずして，国民生活そのものの現実性からかけはなれていたというこ
とであった。以上のようなワイマール憲法の実際にもかかわらず，日本国憲法の下においては，憲
法実施の直後から何故，その改正論がおこらなかったか，あるいはその点がとくに聞題になるとこ
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ろであるかもしれない。その理由を強いていうならば，
　④　直接には，（1）に述べたように，当時は占領軍の占領下であり，かつ憲法そのものまで，占領
軍から与えられたものであるということが強く影響していたかもしれない。
　㊥　しかしながら，それは，単にそれだけの理由によるものではなくして，国民全体が，日本国
憲法の内容を大体論として，民主主i義的憲法として，それを承認していたことによると思われる。
　（6）要するにこの時代は，憲法改正ということを考えるよりも，むしろいまでき上った新しい憲
法を，いかにして理解するかということに中心がおかれていた時代であった。「新憲法」という名
の下に，この新憲法の正しい解釈は何であるか，その点に国民の注目がそそがれていた。したがっ
て，この時代における憲法の学術著書としては，ただ新憲法の解釈のみに全力が注がれていた。こ
の時代における学術著書は，前述したように，紙の面の制約からして，その発行は困難であり，ま
たかりにようやく発行できたとしても，ザラ紙のパンフレット程度のものが多かったわけである
が，しかし憲法の学術著書が少なかったことは，単に，紙の面の制約からばかりではない。一般政
治家と同様に，学者に対してもまた追放が行おれたこと，さらにその追放を受けた学者も，明治憲
法時代からの直接・間接憲法関係の学問に関係していた学者が，最も多く追放を受けて，当時は，
憲法学の学者が極めて僅かになってしまったことである。さらにまた，その上にこの時代に憲法関
係の学術著書が少なかったいま一つの理由は，ようやく追放を免れた学者，あるいは憲法関係外か
ら憲法学に転向してきた学者でも，容易に憲法関係の著書を書き得なかった理由は，従来のおが国
の法律学，ことに憲法学は文字どおり，ドイツの法律学，ドイツの憲法学（国家学）そのものであ
った。ところが日本国憲法はいうまでもなく，アメリカの法律思想，アメリカの憲法学を前提とし
て作られた憲法であって，これらドイツの法律学や，ドイツの憲法学の研究にのみ専念していた学
者達にとっては，新憲法の制定は一時猿が木から落ちたような恰好になってしまった。このことが
またこの時代において，憲法学の学術著書が，極めて少なかった重大な理由である。これらのこと
は，いいかえれば，この時代においては，学術著書としても，新憲法の意義を解釈することだけ
が，精一杯であって，憲法改正論を論議することなどはもとより新憲法の規定の欠陥を考えるごと
き余裕さえも存在していなかったのである。以上のことを，また別の言葉で表現するならば，次の
ようなことにもなる。この時代の学術著書その他によって表明せられた日本国憲法の解釈は，日本
国憲法というものを，その制定の当初，わが国民がどのように理解したかという表明にもなる。今
日幾多の学者によって，またその他の者によって主張されている日本国憲法の解釈は，かならずし
も憲法制定当初の国民一般の解釈と同一のものではない。その後10数年を経過した今日，日本国憲
法の解釈についても，そこに多くの変遷がみられる。本書において編纂した資料の揖集は，日本国
憲法制定当初のわが国民の憲法に対する理解として見てもらいたい。　　　　　　　　　　、
　（7・）以上の論点を・現実に立証するために，本書においては，以下二つに分けてその資料を提供
したい。その一つは・この時代における憲法解釈学の学説その他の見解であるが，それは適当な項
目を選んで学説ないし見解を紹介したいと思うが，その項目としては，主として日本国憲法制定の
際，問題となったような項目を選ぶことにしたい。その二は，この時代に，直接憲法に関係する事
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柄で現実に惹起したものを，年代順にとり上げてゆくことにしたい。論文の順序としては，後者か
ら先に述べることとする。
3　この期間において惹起した具体的憲法問題
第一　この期間における憲法改正問題
　この期間においては，前述したように，憲法改正論というものは，正面からもちあがらなかっ
た。しかしながら文字どおり，憲法検討論ないし改正論が絶無であったということでなく，例外と
してきわめて軽微な憲法検討論というか，憲法改正意見が花火線香的程度にあらわれた。その理由
はおそらく憲法制定当時における極東委員会の，制定後2年以内を限度とした日本国憲法再検討に
ついてのマックアーサー司令官に対する通告に直接，間接基因したものと思われる。
・昭和21年3月30日　朝日新聞
　（1）わが国内における憲法改正の検討意見
　在ニューヨークの極東委員会は，昭和21年3月27日，日本の新憲法について，実施後1年より早
くはなく，2年より遅くはない時期に，その再検討をする方針を決定して，これをマックアーサー
元帥に通告したようであるが，その実施後2年の最後の期限は，昭和24年5月3日である。
　したがって，この期日の接近につれて，まずわが国内においても，一応，これに対する対策が昭
和23年8月頃から考えられていたようである。
・8月26日　読売新聞
・読売新聞社説（8月）（新聞名に相違があるかもしれない）
　（2）極東委員会における憲法改正についての意見および改正の必要なしという決定
　つぎにまた，この期日のいよいよ近づいてくるにつれて，極東委員会の日本の憲法改正に関する
見解が，昭和23年11月頃から報道されてきており（昭和23年11JI，読売新聞）・さらに昭和24年4月中旬
からは，極東委員会が憲法改正の必要の有無を検討しているという報道もきており（昭和24年4月20
日，産業経済新聞），さらに4月28日には，極東委員会はその定例会議で，憲法改正の指令を，マッ
クアーサー司令部に出さない方針を決定したもののようである（昭和24年4月30日，日本経済新聞）。
したがって，新憲法改正についての至上命令として考えられていたことも，これによって，一応終
息したもののようである。
・昭和23年11月　読売新聞（新聞名に相違があるかもしれない）
・昭和24年4月20日　産業経済新聞
　・昭和24年4月30日　日本経済新聞
　（3）東京大学憲法研究会の憲法改正意見
　至上命令としての憲法改正は行われないことに決定したが，あるいはそのことがあるかもしれな
いとの予想の下になされたことと思うが，東大の憲法研究会では，現実の政治問題とは別個に，過
去2ケ年間，憲法改正問題を検討してきたもののごとく，その改正意見を同年5月2日発表した
　（5月3日，読売新聞）。
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・昭和24年5月3日　読売新聞
　（4）参議院制度の再検討論
　憲法実施後2ケ年を限度とした憲法改正の至上命令が出されないと決定したためであろうと思わ
れるが，おが国内において，昭和24年5月頃から，ようやく一つだけ主張されていたのは参議院制
度の再検討論ないしその改正論であった。この問題は，次のように，国会の両議院においても一応
考慮されていたようであるが，しかしながら単にそれだけではない。内閣をはじめ政界一般の問題
として，ある程度考慮され，あるいは大いに論ぜられた。
・昭和24年4月30日　日本経済新聞（新聞名に相違があるかもしれない）
・昭和24年5月25日　読売新聞
。読売新聞社説（昭和24年5月27日）
・鈴木安蔵氏（昭和24年5月27日，読売新聞）
・昭和24年5月30日　読売新聞
・昭和24年6月20日　読売新聞
・昭和24年6月21日　読売新聞社説
・昭和24年6月25日　読売新聞
　㈲　両院法規委員会の憲法改正検討論
　一般の参議院制度再検討と関連して，国会の両院法規委員会においても，参議院制度その他憲法
上の諸制度の再検討論が，昭和24年5月頃から論議されてきた。
・昭和24年5月28日　読売新聞
・昭和24年5月30日　読売新聞
・昭和24年1］月29日　読売新聞
　（6）憲法あるいは憲法改正問題についての国民一般の思想
　当時の国民一般の憲法ないし憲法改正問題についての見解は，まったく無関心であったというほ
どではないが，極めて低調であったと観測される。これについての当時の二，三の見解を挙げる。
・鈴木安蔵氏（昭和24年5月1日，読売新聞）
・読売新聞社説（昭和24年5月3日）
・日本経済新聞社説（昭和24年5月3日）
・蝋山政道氏（昭和24年5月3日，読売新聞，新聞名に相違があるかもしれない）
第二　最高裁判所四判事の誤判事件
　この期間において，憲法ないし憲法の運用に関して，惹起した個々の事件としては，これを事件
の年月順によってあげるならば，まず昭和23年10月に問題となった最高裁判所四判事の誤判事件で
あろう。
・朝日新聞社説（昭和23年10月20日）
・読売新聞社説（昭和23年10月20日）
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・昭和23年11月29日　読売新聞
第三　衆議院の解散
　新憲法制定後，最初の衆議院の解散が行おれたのは昭和23年12月であった。すなわち，第四国会
の下において，それが行われた。したがって新憲法の下において，衆議院の解散は，いかなる意義
において，あるいはいかなる憲法上の根拠にもとついて，行われるべきものであるかが，論議せら
れることは当然であった。これらの論議はすでに11月頃から行われた。さらにまたこの解散の行わ
れた当時の衆議院の現実の政治情勢を述べるならば，芦田内閣倒壊後の第二次吉田内閣の下におい
て行われた解散であるが，当時における衆議院の現実の勢力は，第一党は，野党の社会党，第二党
は与党の民主自民党，第三党は野党の民主党であって，野党は絶対多数を占めていたことを考うべ
きである。したがって第二党，ことに絶対少数党たる民主自由党を前提として，あたらしく成立し
た第二次吉田内閣の下において，衆議院の解散が行われることは，決定的情勢であった。
　そのゆえに，衆議院の解散は，新憲法上いかなる根拠にもとついて行われるべきかが論議せられ
ることは当然のことであったが，それは現実には衆議院の解散は，憲法第69条の場合でなければ行
われ得ないものであるか，しからずして第69条以外の場合においても行われ得るものであるかとい
うことが，その論議の中心であった。野党にして，第一党たる社会党の片山委員長は，1凋12日総
司令部に，ホイットニー民政局長を訪ね，新憲法の下における衆議院解散の憲法上の根拠をただし
た。これに対し総司令部側は，衆議院の解散は，第69条の場合にかぎられるという意見を示したも
ののようである（11月13日，日本経済新聞）。しかし，内閣，ことに法制局をはじめ，与党たる民自
党としては，これとは違った見解をもっていたことも当然であるが，しかしながら，現実には，結
局第四国会の衆議院は，総司令部の意見のとおり，第69条と第7条によって解散された　（日本国憲
法の下における衆議院の解散が，第69条を前提として行われたのぱ，今日まで，この第四国会の易合ただ一つ
である）。
・宮沢俊義氏（昭和23年11月8日，朝日新聞）
・昭和23年11月13日　日本経済新聞
・昭湘23年1リヨ14日　朝日新聞
・読売新聞社説（昭和23年1リ引4日）
・朝日新聞社説（昭和23年11月21日）
・昭和23年11月21日，朝日新聞（新聞名に相逮があるかもしれない）
・鈴木安蔵氏（昭和23年11月，読売新聞）
第四　衆議院解散の法理論
　衆議院解散の法理論については，その後昭和27年11月頃にいた・・て，再院法規委員会で，さらに
検討が開始された。
・昭和27年11月14日　毎日新聞
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・昭和27年11月17日　毎日新聞
・昭和27年1］月17日　朝日新聞
・昭和28年3月8日　毎日新聞
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第五　国政調査権問題
　昭和24年5月に，いわゆる浦和事件を中心として，憲法第62条の国政調査権に関する論議が，最
高裁判所の参議院への違憲申入れによって，爆発してきた。最高裁判所は，参議院法務委員会が浦
和充子の実子殺し事件などにつき調査している「検察および裁判の運営などに関する調査」は，国
会が，司法権を侵害する違憲の措置であると認め，5月20日長官代理塚崎裁判官から，参議院松平
議長に対し，同院の善処方を申入れた。これに対し，5月21日参議院法務委員会では，委員会の態
度について協議した結果，最高裁判所の申入れは，全くの独断的行為であり，さらに最高裁判所の
態度は，国会に対する司法権の挑戦であるとする強硬な意見が続出，参議院と最高裁判所とが，真
向から対立する結果となった。このように憲法第62条に規定する国政調査権の問題を中心にして，
三権分立制の下における最高機関同志の論議となってきたことは，当然に他の機関をはじめ一般の
はげしい論議の種となったことはいうまでもない。
・5月21日　読売新聞
・5月21日　日本経済新聞
・5月22日　読売新聞
・鈴木安蔵氏（5月27日，読売新聞）
・衆議院法務委員会（5月28日，読売新聞）
・読売新聞社説（5月29日）
・日本弁護士連合会（5月310，読売新聞）
第六　警察組織の改正問題
　国家地方警察と自治体警察の二本立による警察制度は，当時行われた各種の争議行為その他共産
党運動などの取締りについて，不備，連絡不充分などの欠陥が認められたため，内閣は，警察制度
の再検討をはじめ，昭和24年6月，警察官の増員および装備の改善について，総司令部に要請する
と同時に，臨時国会に警察法改正案を提出することとした。
・6月20日　読売新聞
・杉村章三郎氏（読売新聞，日月不明）
・・ W月13日　朝日新聞
・8月31日　読売新聞
。9月3日　読売新聞
第七公務員の政治活動の禁止ならびに公務員に対する争議権，団交権の制限
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　昭和23年7月の総司令部の勧告にもとついて，国家公務員法の改正その他によって，公務員制度
の一大改革が加えられることになったが，それが，現実に論議され，実行に移されてきたのは，昭
和24年の9月頃からであった。まず国家公務員法にもとつく委任命令として，人事院規則の制定
が，9月17日に発表され，9月19日から施行されることになったが，これによれぽ，公務員の政治
的活動は，ほとんど禁止同様のこととなった　（9月18日，日本経済新聞）。さらにこのことに関し，
ホイットニー総司令部民政局長の特別顧問として来日中であった米連邦職員全国連合会長のルーサ
ー，C．スチュアート氏はその帰国に先立って，9月27日記者団と会見し，公務員制度下における
使用者，職員双方の権利義務を明かにする談話を発表し，ついで記者団と一問一答を行ったが，そ
の中で，特に，「今回の談話は，去る17日人事院から発表された公務員の政治活動制限に関する批
判を全面的に支持するものである」と語って注目をひいた。この談話においては，国民の奉仕者が
全国民に対する争議権を持ち得ないのは自明の理であり，団体交渉については，両当事者の間に一
致した見解を実行する明確な権限がなけれぽならない。したがって全国民を相手とする団体交渉は
あり得ないことが強調された。さらにまたその一問一答においては，国立大学教授の政治論文の発
表，制限についても論議された。いずれにしても，これらの問題は，憲法上において一般国民に対
して保障している重大な権利を，とくに公務員にかぎって禁止または制限を加えようということで
あって，大きな論議の対象となることは必然である。
・昭和24年9月18日　日本経済新聞
・昭和24年9月28日　朝日新聞
・昭和24年9月28日　読売新聞
　ところがこの問題については，総司令部は，さらに見解を発表した。10月14日，総司令部民政局
公務員課長代理W．P．マッコイ氏は，2時間にわたって，人事院記者団と会見し，9月19日施行
された政府職員の政治活動に関する人事院規則について談話を発表し，同規則の根拠，制定の理
由，適用の範囲および制限の程度などにつき，世上行われている批判は誤解が多いと，米国の例を
ひきつつ反論し，そのあと，教職員の政治活動について，一問一答を行った。
・昭和24年IO月15日　朝日新聞
・昭和24年10月23日　読売新聞
・昭和24年10月26日　読売新聞
第八　いわゆる「赤い教員の追放」ないし「学問の自由と共産主義」問題
　公務員の政治活動の制限問題につづいて主張され論議されたのは，いわゆる「赤い教員の追放」
ないし「学問の自由と共産主義」という問題であった。この問題は，ことに大学教授にも直接の関
連のある問題であったため，論議は一般公務員の政治活動禁止問題以上に盛んに行われた。
・尾高朝雄i氏（昭和24年9月25日，読売新聞）
・朝日新聞社説（昭和24年10月4日）
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・昭和24年】0月4日　朝日新聞
・南原東大学長声明（昭和24年10月18日，読売新聞）
・昭和24年10月23日　読売新聞
・全国大学教授連合の声明（昭和24年10月23日，朝日新聞）
。日本経済新聞社説（昭和24年】0月29日）
・イールズ博士講演（昭和24年U月｝O日，朝日新聞）
・昭和24年12月3日　朝日新聞
・昭和24年12月8日　毎日新聞
・長谷川如是閑氏（昭和25年1月24日，読売新聞）
・昭和25年2月16日　毎日新聞
第九　生産管理違法問題
　終戦以来，全国各地の労働組合の生産管理権要求問題，すなわち労働組合と使用者との団体交渉
において，労働組合に対し，工場の管理権を渡せという要求は，憲法上，適法かどうかが国会の論
議として論ぜられたが，その後，違法であることが最高裁判所の判決によって明かにされた。
・昭和23年3月28日　朝日新聞
・昭和24年H月16日　朝日新聞
第十　赤色公務員追放問題
　昭和24年の公務員の政治活動の禁止にひきつづいて，昭和25年8月には，赤色公務員の追放が決
定された。この公務員の中には，もとより国立大学教授も含まれている。
・昭和25年8月24日　毎日新聞
・昭和25年9月14日　毎日新聞
The　Per量od，　During　that　there　is　no　Discussion
about　Amendments　to　the　Constitution
Kiichiro　Yasuzawa
　In　thlis　essay，　many　records　or　short　Iearning　essays　are　enumerated，　which　do　Ilot　considered　Ame－
nd皿ents　to　the　Constituion．　This　essay　is　one　of　the　arguments　about　Amendments，　to　the　Japanese
Constitution．　But　it　is　not　the　argument　about　Amendment　itself，　it　is　rather　a　foreword　essay　about
Amendmend　to　the　Constitution，　it　is　to　say　that，　Japanese　people　yet　does　not　considered　Amendment
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to　the　New　Constitution　during　this　period．
　　There　was　no　d三scussion　about　Amendmellts　to　the　Constitution　of　Japan　for　about　three　years　since
this　constitution　has　been　enforced，　that　is　to　say，　from　May．P949　to　May　1950．　But　it　was　not　to　say
that　there　was　al）solutely　no　discussion　about　it．　Because　during　this　period，　the　Japanese　peoPle　was
destined　to　be　that　as　the　case　may　be，　the　General　Head　quarter　Macarthur　would　give　an　Order
to　the　Japanese　Government　that　the　Japanese　Constitution　shall　be　reconsidered　by　the　people，　within
the　day　when　the　period　of　two　years　wil蓋not　have　elapsed　counting　from　the　day　of　its　enforcement．
　　Accordingly　there　have　apPeared　several　arguments　or　discussions　about　the　reconsideration　for　the
constitution　among　the　people，　but　they　were　all　trivial　arguments　or　d三scussions　to　it．　However　after
．that，　it　was　fortunately　settled　that　the　order　will　not　be　given　to　the　Japanes　people．　So　that　it　has
elapsed　without　great　discussions　for　the　reconsiderasion　or　Amendments　to　the　Constitution　during　this
period．
　　During　this　periQd，　the　people　wished　rather　to　understand　the　New　Constitution　which　is　now　en－
tered　into　the　enforcement，　instead　of　considering　Amendment　to　it．
?
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